
○実質収支比率
 （単位：千円、％）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実質収支(分子) 746,124 734,112 1,328,428 1,469,905 1,527,653

標準財政規模(分母)　　　　　 9,993,078 9,981,037 10,376,843 10,774,477 10,476,578

実質収支比率(分子/分母) 7.5% 7.4% 12.8% 13.6% 14.6%

○経常収支比率
　　 （単位：千円、％）

　　 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

経常経費充当一般財源（分子） 9,214,441 9,281,408 9,363,511 9,538,831 9,361,889

経常一般財源（分母） 10,255,602 10,189,913 10,414,028 11,162,907 10,761,432

経常収支比率(分子/分母) 89.8% 91.1% 89.9% 85.5% 87.0%

○公債費比率
　 （単位：千円、％）

　 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

公債費充当一般財源等（分子） 334,651 331,343 358,720 392,000 414,593

標準税収入額等（分母） 8,859,036 8,700,429 9,122,654 9,512,402 9,157,583

公債費比率(分子/分母) 3.8% 3.8% 3.9% 4.1% 4.5%

　 （単位：円）

　 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

年度末積立金残高（分子）：千円 10,357,986 9,671,835 8,852,724 9,462,802 10,073,176

年度末住基人口（分母） 30,678 30,036 29,564 29,077 28,597

１人あたり積立金(分子/分母) 337,636 322,008 299,443 325,439 352,246

　

　 （単位：円）

　 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

年度末市債残高（分子）：千円 17,425,286 18,016,363 18,554,748 21,830,121 24,580,188

年度末住基人口（分母） 30,678 30,036 29,564 29,077 28,597

１人あたり市債(分子/分母) 568,006 599,826 627,613 750,769 859,537

事業会計を除いた額です。

公営事業会計を除く普通会計の積立金合計額のうち、貸付目的など運用基金を除いた額です。

財政指数の状況

実質収支：普通会計歳入総額－歳出総額－翌年度繰越財源

標準財政規模：標準税収入額　+　普通交付税　+　臨時財政対策債発行可能額

標準的な行政活動を行うために必要な一般財源の額に対する剰余金の比率を表す指数で、赤字が20％以上
の場合は財政再建団体となります。

毎年、経常的に支出される経費に対して使われた地方税や交付税などの一般財源の額の比率を表す指数で、
人件費や物件費、公債費、補助費など行政遂行上必要なものであり、この比率が高いと基盤整備などに使われ
る財源が不足し、地方債や基金の取崩など臨時的な財源に頼ることになります。

財政構造の弾力性を判断する指数で、この比率が高いほど借金の返済が多いことになります。実際の公債費の
額から交付税の基準財政需要額公債費の額を控除して算出します。

　分子＝公債費充当一般財源等額（繰上償還額を除く）　-　災害復旧等に係る基準財政需要額

　分母＝標準税収入額　+　普通交付税　+　臨時財政対策債発行可能額　-　災害復旧等に係る基準財政需要額

○住民１人あたり積立金現在高

○住民１人あたり市債現在高



○健全化判断比率
(単位：％）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
― ― ― ― ―

(13.33) (13.34) (13.27) (13.21) (13.26)
― ― ― ― ―

(18.33) (18.34) (18.27) (18.21) (18.26)
6.4 6.7 6.9 6.8 6.9

(25.0) (25.0) (25.0) (25.0) (25.0)
15.8 37.9 40.6 41.8 49.4

(350.0) (350.0) (350.0) (350.0) (350.0)
（　）内の数値は早期健全化基準

・一般会計等：一般会計、公共用地取得事業特別会計
・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・標準財政規模＝標準税収入額+普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

※負数の場合、連結実質赤字比率無しとされる。

・連結実質赤字額：①と②の合計額が③と④の合計額を超える場合の当該超える額

　①一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、
　　実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
　②公営企業の特別会計のうち、資金不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
　③一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
　④公営企業の特別会計のうち、資金の譲与額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

・準元利償還金：①から⑤までの合計額
　①満期一括償還地方債について、償還期限を30年とする元金均等年賦償還とした場合に
　　おける１年あたりの元金償還相当額　＜伊豆市は該当なし＞
　②一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源
　　に充てたと認められるもの
　③組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債
　　の償還の財源に充てたと認められるもの
　④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　⑤一時借入金の利子　＜伊豆市は該当なし＞

2) 連結実質赤字比率

1）実質赤字比率

2）連結実質赤字比率

3）実質公債費比率

4）将来負担比率

 健全化法においては、地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）の財政状況を客観的に表し、財政の早
期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、以下の４つの財政指標を「健全化判断比率」として定め
ています。地方公共団体は、平成19年度決算から、毎年度、健全化判断比率をその算定資料とともに監査委員
の審査に付した上で議会に報告し、公表しています。

1) 実質赤字比率
当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

   　　 実質赤字比率
                                     =
   　　　　△14.58％

　一般会計等の実質赤字額　（△1,527,653千円）
　　　　　　標準財政規模　（10,476,578千円）

前年度
△13.64％

当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率

   　　連結 実質赤字比率
                                     =
   　　　　△32.39％

　　連結実質赤字額　（△3,394,042千円）
　　　標準財政規模　（10,476,578千円）

前年度
△31.24％

3) 実質公債費比率
当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

   　　実質公債費比率
　　　　　7.49338％
                                     =
　　　　　（3ヵ年平均）
 　　　　 6.9％

　　（地方債の元利償還金　 + 　準元利償還金）　－
　　　　1,733,588千円　　　　　　　533,956千円
　（特定財源等　＋　元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
　　　　　０千円　　　　　　　　　　　　1,602,582千円

標準財政規模　－　（元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
10,476,578千円　　　　　　　　　　1,602,582千円



・将来負担額：①から⑧までの合計額
　①一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
　②債務負担行為に基づく支出予定額（地方債に準ずるもの）
　③公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担見込み額
　　〔対象公営企業：上水道事業、簡易水道事業、下水道事業、農業集落排水事業〕
　④組合等が起こした地方債の償還財源に充当する市からの負担金等見込額
　　〔対象組合等：駿豆学園管理組合、伊豆市沼津市衛生施設組合、田方地区消防組合〕
　⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）
　⑥設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額　＜伊豆市は該当なし＞
　⑦連結実質赤字額　＜伊豆市は該当なし＞
　⑧組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額　＜伊豆市は該当なし＞
・充当可能基金額：①から⑥に充てることができる基金
・地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額
　今後、地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される見込の元利償還金及び準元利償還金

○資金不足比率

・資金の不足額
（法適用企業）　資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起こした地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額
（法非適用企業）資金の不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－解消可能資金不足額
※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等
　　　　　　　　　　　　　　　　の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額

・事業の規模
（法適用企業）　事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額
（法非適用企業）事業の規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

水道事業会計 777,225 千円
簡易水道事業会計 9,107 千円
温泉事業会計 533,874 千円
下水道事業会計 265,023 千円

   　　将来負担比率
　　　　　　　　　　　　　　　　 =
　　　　　　　49.4％

　　将来負担額　 　－
　　32,108,604千円
（充当可能基金額  ＋  地方債残高等に係る基準財政需要額算入見込額）
　　6,987,115千円　　　　　　　20,729,733千円

標準財政規模　－　（元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
　　10,476,578千円　　　　　　　1,602,582千円

4) 将来負担比率
地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等
が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

   　　資金不足比率           =
資金不足の額

事業の規模

　　　　　　　　　　　　　（参考）資金剰余額


